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【内容要旨】 

 

 2019 年末からの新型コロナウイルス感染症の流行によって引き起こされたコロナ禍は，世界

中の雇用環境を激変させた。日本でも緊急事態宣言が発出され，通常の就労が不可能となった

期間中の賃金保障の問題や，就業を継続する場合にもテレワーク等の新たな就労形態導入にと

もなう課題が生じた。そしてこのような新たな就労形態は，事業場での就労を前提に構築され

てきた伝統的労働法の規制システムおよび日本の雇用システムの再検討を要請することとな

った。 



コロナ禍によって引き起こされた雇用環境の急激な変化と課題は，コロナ禍以前から生じて

いた社会経済構造の変化，新たな就労形態，情報技術革新や Digitalization の進展を背景と

しており，また，働き方改革として論じられてきた諸課題とも通底する。セーフティネットの

再編も，非正規雇用労働者，雇用類似就業者に対する法政策上の課題と共通する。そして，コ

ロナ禍も，社会経済構造の変化によって引き起こされている雇用環境の変化も，諸外国に共通

の課題である。 

 そこで，本研究では，まず，第１章から第４章では，新型コロナ感染症による雇用への直接

的影響，具体的には事業所閉鎖とその賃金保障，就労困難者への就労支援策，雇用保険と社会

保障制度の間隙に対するセーフティネット拡充問題について，日本，ドイツ，韓国の施策と課

題について検討を行った。 

次に，従来より展開されていた新たな就労形態の課題がコロナ禍で顕在化した問題として，

第５章と第６章で，いわゆるゼロ時間契約に関するイギリス，ブラジルにおける議論とその前

提となる労働者概念の再検討の状況を考察する。また，コロナ禍で急速に普及しつつあるテレ

ワークが，私生活の場である家庭を就労の場とすることから，労働者のモニタリングがどこま

で可能かが深刻な問題となるところ，欧州では労働者のモニタリングについて欧州人権条約８

条で規定されている私生活の尊重の権利の観点から欧州人権裁判所の判例の展開があり，第７

章ではその理論状況を分析している。 

次いで，雇用環境変化の底流にある課題に関する基礎的研究として，第８章および第９章で

は，フランス，アメリカ，日本におけるハラスメント概念の再検討，第１０章および第１１章

では，コロナ禍によって引き起こされうる企業組織再編・企業倒産時の労働法の適用問題や労

働者保護の在り方に関するアメリカ法および日本法の課題，さらに第１２章から第１４章では，

コロナ禍において労働者以上にセーフティーネットの欠如が問題となった雇用類似就業者や

零細独立自営業者等に対する施策として，労働法と経済法がどのように任務分担をすべきなの

か，両者の交錯問題にかかわるアメリカ法，台湾法の状況について考察を加えた。 

最後に，第１５章では，コロナ禍のような世界規模で生ずる災禍によって顕在化する格差問

題に，国家を超えた規制ないし施策が課題となる中で，近時関心を集めている ESG，SDGs，「ビ

ジネスと人権」，その際に議論の一つの中核をなす国際労働基準の実現手法について，基礎的

考察を行った。 

世界で同時に生じている雇用をめぐる急激な環境への対応に関する以上のような比較法的

研究は，労働者に対する労働法政策の外延が，社会保障政策，経済法（競争法）政策等の他の

施策と融合し，それらの施策との整理や協働を実効的に行う必要性を示唆しており，また，そ

のことは同時に，労働者概念等の労働法の基本概念や伝統的規制手法の再検討をも要請してい

るといえよう。 

 


